
 

 

おかげさまで 80 周年 

平成２３年５月２４日（火） 
 

「一時払終身医療保険」の取り扱い開始について 
～病気やケガに備えながら大切な資産を守る新しい医療保険～ 

 
株式会社トマト銀行（取締役社長 中川 隆進）では、「医療保障と死亡保障を同時に備え

たい」等のお客さまのニーズにお応えするため、平成２３年５月２５日（水）から、病気やケガ

に備えながら大切な資産を守る新しい医療保険「一時払終身医療保険（低解約返戻金型）」

（引受保険会社：三井住友海上きらめき生命保険株式会社）の取り扱いを開始いたしますの

で、お知らせいたします。 

これにより、当社が取り扱う個人向け保険商品は、個人年金保険１２商品、一時払終身保

険５商品、医療保険６商品、こども保険１商品の計２４商品となります。 

 

記 

１ 保険商品名 

保険商品名 引受保険会社 

一時払終身医療保険 

（低解約返戻金型） 
三井住友海上きらめき生命保険株式会社 

※ 商品の詳細については、別紙「商品概要」をご参照ください。 

 ２ 保険商品の主な特長 

（１） 病気やケガによる入院・手術等の保障が一生涯続きます。 

 保険料を一括でお払い込みいただくことにより、入院・手術等の基本保障に加え、

先進医療にも備えた「一生涯保障」で医療費をしっかりサポートします。 

 入院の短期化が進む中、日帰り入院から保障します。また、入院５日目までは一

律５日分お受け取りいただけます。 

（２） 公的医療保険の手術料の算定対象となる手術または先進医療に該当する手術を保障

いたします。 

 「一時払先進医療特約」を付加すれば、先進医療にかかる技術料のほか、治療に

要した医療機関までの交通費や宿泊費も保障いたします。 

（３） 万一のとき、一時払保険料相当額の死亡給付金をお支払いいたします。 

 入院給付金を受け取られていても、死亡給付金額が減ることはありません。 

 被保険者が万一の場合には、死亡給付金として一時払保険料相当額をお支払い

いたします。 

（４） 中途解約された場合でも、保険期間を通じて一時払保険料の９０％相当額をお支払い

いたします。 

 解約返戻金は、入院給付金等のお支払いの有無にかかわらず、保険期間を通じ

て一時払保険料の９０％相当額をお支払いいたします。 

（５） 医師の診査なく、告知書の提出のみでお申し込みいただけます。 

 

３ 取扱開始日 

  平成２３年５月２５日（水） 

４ 取扱店 

本支店５７ヵ店（東京支店、ももたろう支店を除く） 

以 上 

本件に関するお問い合わせ先 営業企画部 山本 ℡ 086-221-1064 
報道関係のお問い合わせ先 経営戦略室（広報担当） 藤岡・齋藤 ℡ 086-221-1057 



                                   

商 品 概 要 

保 険 会 社 名 三井住友海上きらめき生命保険株式会社 

商 品 名 一時払終身医療保険（低解約返戻金型）無配当 

商 品 内 容 一時払終身医療保険  

商 品 の 特 徴 

 

1.充実した医療保障を一生涯準備できる。 

①日帰り入院でも 5日分の入院給付金が受取れる。 

②公的医療保険の対象となる手術（約 1,000 種類の手術）・放射線治療について「手

術給付金」「放射線治療給付金」が受取れる。 

③手術の有無に関わらず、入院給付金の支払われる入院中に所定の集中治療室（ICU）

管理を受けたとき「集中治療給付金」を受取れる。 

④一時払先進医療特約は「技術料」・「交通費」に加え、「宿泊費」(業界初)も保障さ

れる。 

2.「資産をのこす」機能を兼ね備えている。 

①万一の場合、一時払保険料相当額の「死亡給付金」が受取れる。 

②中途解約の場合でも、契約期間に関わらず、一時払保険料の 90％相当額が受取れ

る。 

3.シンプルな商品性と簡単な手続きで契約できる。 

①告知書扱にて申込める。(医師の診査は不要) 

②「告知書記入サポート用フリーダイヤル」の開設 

契 約 年 齢 0 歳～75 歳（被保険者満年齢） 

契 約 種 類 

1 入院支払限度 60 日型・120 日型から選択 

入院日額 3,000 円～20,000 円（1,000 円きざみ） 

※ 0～19 歳、66～75 歳は 3,000 円～10,000 円（1,000 円きざみ） 

保 険 料 一時払のみ 

契 約 者 貸 付 制 度 契約者貸付は解約返戻金の 70％まで 

そ の 他 

通算加入限度 

 三井住友海上きらめき生命及び他社で既に加入済の医療関連商品（特約を含む）の 

入院給付金日額を通算する。よって、収入・職業・年齢等に照らし合わせ減額また 

は加入が制限される場合がある。 

（平成 23 年 5 月 25 日現在） 


